
新たな地域コミュニティ支援事業にかかる区長評価について

【福島区】　　（受託者等：（一財）大阪市コミュニティ協会）

受託者等に対する評価

１　支援の内容及び効果等（１）

区長評価 左記の理由

（１）「地域課題への取組」に
かかる支援の実施状況

（２）「つながりの拡充」にかか
る支援の実施状況

(3)「Ⅲ　組織運営」にかかる
支援の実施状況

２　支援の内容及び効果等（２）

区長評価 左記の理由（公表ベース）

（１－１）スーパーバイザー、
アドバイザー及び地域まちづ
くり支援員の体制

（１－２）フォロー(バックアッ
プ)体制等

（２）区のマネジメントに合っ
た取組（区との連携）

3　総合評価【全体】

区長評価 左記の理由（公表ベース）

Ｂ

・各地域事業がコロナ禍以前のように活動再開実施できたことは、各地域との信頼関係を維持しながら、
各地域活動協議会の自律的運営に向けた継続的な支援を地域実情に合わせて行ってきた成果と考え
る。今後は電子回覧板など「新たな情報発信」の活用を地域実情に合わせたもので提案し活用へつなげ
ていただくことが期待できる。
・組織運営力の地域差を解消するため、会計や広報、防災の取り組みなど地域担当者のスキルアップに
積極的に取組み、地域の広報活動、情報発信について、課題を抱える地域に寄り添い支援されているこ
とは評価できる。各地域での自律的な会計事務は年々に、区全体的な底上げが感じられる。
・これまで地域活動に関りが薄い住民が地域を知り、地域も今後のことを考えるきっかけとするための「地
域ノート」を新たな地域で作成できなかったことは真摯に受け止める必要がある。今後は更なる内容の充
実と有効活用に向けて、地域自らが協議し更新できるよう支援の継続を期待したい。
・防災事業のとりくみについては、地域事情に応じて内容も柔軟に判断し開催されてきたことは評価でき
る。引き続き、次の展開に向けてのとりくみを進めていただきたい。
・マンション居住者など新しい住民との連携に向けてのとりくみは十分に進展できなかったため、「防災」等
をキーワードにつながりができるとりくみを継続いただきたい。
・今後は、マンション居住者など若い層と地域へのつながりづくりについて、具体的な支援内容を検討願
いたい。

【区長評価】 
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Ｂ

・業務責任者(アドバイザー)と支援員で、地域の支援や状況の把握など役割分担のバランスが良い。
・他区での支援方法と当区地域状況を見合わせながら、当区に合う支援内容を検討し、区役所からの要
望にも対処できている。引き続き、情報共有などを迅速に行なえるように体制の維持・整備に努められた
い。
・支援事業者として地域からの信頼を得られていると感じる。今後は地域要望への対応にとどまらず、関係
性を維持しながら地域の自立性向上に向けたとりくみを様々な観点から更に積極的に働きかけをいただ
き、支援事業者が持つ実績と機能をフルに活用できるよう支援に努めてもらいたい。
・多くの区で中間支援事業を委任されている強みとして他区などでの支援情報も最大限に活用して地域
への支援に活かしていただくことが期待できる。

上記の１～２を通して全体的な評価

S：当区の当該年度の戦略に基づいた支援内容や目標の水準を大幅に上回っている。
A：当区の当該年度の戦略に基づいた支援内容や目標の水準を上回っている。
B：当区の当該年度の戦略に基づいた支援内容や目標の水準に概ね達している。
C：当区の当該年度の戦略に基づいた支援内容や目標の水準を下回っている。
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Ｂ

・各地域事業がコロナ禍以前のように活動再開実施できたことは、各地域活動協議会の自律的運営に向
けた継続的な支援を地域実情に合わせて行ってきた成果と考える。また、組織運営力の地域差を解消す
るため、会計や広報、防災の取り組みなど地域担当者のスキルアップへの勉強会などに積極的に取組
み、一定の成果は現れているものと考える。
・これまで地域活動に関りが薄い住民が地域を知り、地域もこれからのことを考えるきっかけとするための
「地域ノート」を新たに地域で作成できなかったことは真摯に受け止める必要がある「地域のーと」では、地
域の活動や統計、防災・防犯、医療、福祉など、区共通の情報や地域独自の情報を区社会福祉協議会
や各関係機関と連携し掲載しているが、今後は更なる内容の充実と有効活用に向けて地域自らが協議し
更新できるよう支援の継続を期待したい。
・防災事業のとりくみについては、地域事情に応じて内容も柔軟に判断し開催されてきたことは評価でき
る。引き続き、次の展開に向けてのとりくみを進めていただきたい。
・マンション居住者など新しい住民との連携に向けてのとりくみは十分に進展できなかったため、「防災」等
をキーワードにつながりができるとりくみを継続いただきたい。


